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１　管理運営額実績内訳一覧表（令和４～６年度）
施設： 水戸生涯学習センター

（単位：円）
Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 備考

20,939,170 22,390,577 24,142,602
25,452,029 23,097,549 23,089,162
15,278,757 14,996,134 15,012,676
4,776,005 5,149,641 4,349,449

保険料
賃金
報酬・報償費 269,200 481,370 519,356
旅費 35,884 43,702 42,486
需用費 6,967,506 6,982,496 5,412,854
役務費 2,765,265 2,195,805 2,347,677
委託料 4,714,050 4,928,550 4,971,450
使用料及び賃借料 239,472 246,053 258,902
備品購入費
負担金・補助及び交付金 1,674,396 2,731,341 2,134,451
公課費 202,500 95,600 360,900
(公財)教育財団本部運営費 714,207 776,557 781,634

1,959,401 2,959,002 1,162,860
1,287,095 1,118,460 1,102,640
246,266 268,010 254,543

213,156 66,540 184,464
276,164 198,704 203,852

1,848,933 988,334 128,768
783,682 302,114 1,133,859
248,694 247,159 317,560
531,016 729,483 273,368
913,884 737,400 920,942

1,852,146 2,696,588 3,750,946
1,312,724 516,489 557,176

95,501,602 94,943,658 93,414,577
1,284,450 2,275,000 1,379,570
127,000 313,056 264,104
656,460 940,000 1,314,000

1,518,007 690,000 800,000
835,000 3 227

90,680,000 90,680,000 90,680,000
95,100,917 94,898,059 94,437,901

※ 「(公財)教育財団本部運営費」は、現在管理運営を受託している(公財)茨城県教育財団の本部運営に
係る経費を示しています。なお、当該財団は本施設を含む県内３施設の管理運営を行っているため、
当該運営費は按分により算出しています。

※ 各年、(公財)茨城県教育財団への県派遣職員人件費として、別途下記の額を県から支出しています。
R4:55,957千円　　R5:54,622千円　　R6：54,352千円

支
出

収
入

利用料金

事
業
費

自主事業収入
その他収入

収入額合計
指定管理委託料収入

県域の生涯学習情報の整理・提供事業
各地域の生涯学習情報の収集・整理・提供事業

図書情報、資料の収集・提供事業

支出額合計

セカンドキャリア教育事業受講料

ヤングボランティア育成事業

調査研究事業
課題解決チャレンジ事業

運
営
費

その他

現代的課題対策講座受講料

セカンドキャリア教育事業
現代的課題対策講座
自主事業

人
件
費

地域と核となる人材・団体育成事業
地域連携協働事業創出事業
生涯学習ボランティアセンター事業

旅費
退職手当積立金

管
理
費

公課費

給料

諸手当
保険料

報酬

施設整備費

賃金



２ 主な実施事業の実績 
 
 ① 水戸生涯学習センター（課題解決チャレンジ事業） 

○テーマ：地域の力を高めるコミュニティ対策 
プログラム名 内容 期日・回数等 連携機関、人材 

持続可能なコミュニ

ティづくり  
～多様な世代の交流

による実践活動を通

した人材育成～ 
 

ひたちなか市における

コミュニティ・スクー

ルと地域学校協働活動

の一体的推進の理解促

進及び勝田二中学区コ

ミュニティまつりでの

中学生ボランティアの

参加による多世代交流

の場づくり 

令和５・６年度

の２年間 
・全 18 回 
（会議、研修、

ワークショッ

プ、実践活動

等） 

 

ひたちなか市教育委

員会指導課及び青少

年課、各市立小中義

務教育学校運営協議

会委員、各市立小中

義務教育学校教職

員、勝田二中学区住

民、勝田二中生徒等 

 
② 県北生涯学習センター（課題解決チャレンジ事業） 

  ○テーマ：地域の力を高めるコミュニティ対策 
プログラム名 内容 期日・回数等 連携機関、人材 

コミュニティ・スクー

ルと地域学校協働活

動を推進する地域人

材・団体の育成 
 

北茨城市、高萩市、常陸

太田市におけるコミュ

ニティ・スクールと地

域学校協働活動の一体

的推進の理解促進及び

北茨城市における学校

運営協議会が中心とな

った地域学校協働活動

の実践 

令和５・６年度

の２年間 
・全 13 回 
（会議、研修、

ワークショッ

プ、実践活動

等） 

 

北茨城市、高萩市、

常陸太田市の各市教

育委員会担当課及び

社会教育関連施設、

各市立小中学校運営

協議会会長、北茨城

市住民、北茨城市立

中郷中生徒等 

 
③ 鹿行生涯学習センター（課題解決チャレンジ事業） 

  ○テーマ：魅力あるまちづくり対策 
プログラム名 内容 期日・回数等 連携機関、人材 

魅力あるまちづくり

支援 
 

鉾田市におけるまちづ

くり支援隊（高校生、住

民等で構成）による魅

力あるまちづくりのた

めのプロジェクト「ち

ょいボラ」の実践をと

おした若者の地域参画

や挑戦を支援するため

のプログラムの開発 

令和５・６年度

の２年間 
・全 28 回 
（会議、研修、

ワークショッ

プ、実践活動

等） 

鉾田市まちづくり推

進課、鉾田市内の各

県立高校教職員、社

会福祉協議会、まち

づくり支援隊、高校

生会、鉾田市在住・

在学・在勤のボラン

ティア希望者等 

 



 
 ④ 県南生涯学習センター（課題解決チャレンジ事業） 
  ○テーマ：障害者の生涯学習（理解・啓発） 

プログラム名 内容 期日・回数等 連携機関、人材 
障害者の生涯学習  
～支援者育成～ 
 

障害への理解や障害者

の社会参加促進を目指

した学びの機会の創出

及び土浦市における中

心市街地活性化事業イ

ベント「つちうらであ

そぼ・まなぼ」を活用し

た障害者支援の視点を

もった実践活動 

令和５・６年度

の２年間 
・全 16 回 
（会議、研修、

ワークショッ

プ、実践活動

等） 

土浦市障害福祉課及

び子ども包括支援

課、土浦市立図書館、

土浦駅周辺事業者、

県南地区の各県立特

別支援学校教職員、

高校生ボランティア

等 

 
  ⑤ 県西生涯学習センター（課題解決チャレンジ事業） 
  ○テーマ：障害者の生涯学習（当事者支援） 

モデルプログラム名 内容 期日・回数等 連携機関、人材 
障害者の活躍の場の

拡大 ～「共生社会」

実現への包括支援事

業～ 

 

県西地域における障害

者の社会参加と自立実

現を支援する人材の育

成、障害当事者に向け

た就業のためのサポー

ト研修等の実施及び生

涯にわたる学びの機会

づくりの支援 

令和５・６年度

の２年間 
・全 15 回 
（会議、研修、

ワークショッ

プ、実践活動

等） 

 

結城市社会福祉課、

古河市社会福祉協議

会、下妻市ボランテ

ィア、障害者就業・

生活支援センター、

福祉事業所、当セン

ターの障害者サポー

ター育成事業受講生

等 

 



(様式４)　施設稼働率報告書（令和６年度） 施設名茨城県水戸生涯学習センター

４　月 ５　月 ６　月 ７　月 ８　月 ９　月 １０　月 １１　月 １２　月 １　月 ２　月 ３　月 累　計

開所日数（日）

12 48.0% 21 77.8% 25 96.2% 25 96.2% 18 66.7% 19 76.0% 22 84.6% 24 92.3% 22 91.7% 17 70.8% 15 62.5% 11 42.3% 231 75.5%

19 76.0% 20 74.1% 23 88.5% 22 84.6% 22 81.5% 20 80.0% 23 88.5% 24 92.3% 22 91.7% 17 70.8% 18 75.0% 17 65.4% 247 80.7%

17 68.0% 18 66.7% 20 76.9% 19 73.1% 16 59.3% 16 64.0% 22 84.6% 19 73.1% 20 83.3% 15 62.5% 18 75.0% 19 73.1% 219 71.6%

小計 48 64.0% 59 72.8% 68 87.2% 66 84.6% 56 69.1% 55 73.3% 67 85.9% 67 85.9% 64 88.9% 49 68.1% 51 70.8% 47 60.3% 697 75.9%

（講座室等稼働率）

　※　表中左欄に稼働日数を、右欄に稼働率(％)を記入すること。

　※　稼働日数は、講座室等を１日のうちに何回使用した場合においても、１とカウントすること。

　※　稼働率(％) ＝ 稼働日数 ÷ 開所日数

　※　稼働率(％)は、小数点第１位まで求めること。（小数点第２位を四捨五入する。）

26

中講座室

306

大講座室

小講座室

25 26 26 24 24 24

　　　　　月
区　分

25 27 26 26 27



様式３ 施設利用状況報告書（令和６年度）

項  目

月
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月

国   ・   県 0 0 1 31 2 31 1 56 0 0 0 0 4 70 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 188

セ ン タ ー 1 1 5 121 18 555 14 471 11 353 5 163 10 263 19 665 9 1,371 1 1 1 8 1 2 95 3,974

登録学習団体等 35 414 33 410 31 314 32 303 22 237 30 379 22 234 25 283 29 299 28 331 31 405 32 340 350 3,949

341 17 527 11 162 14 327 10 251 9 198 9 202 8 224 12 331 2 42 14 255 9 162 115 3,022

0 0 3 150 1 14 1 18 0 0 2 90 0 0 2 51 0 0 3 160 1 20 0 0 13 503

入居団体 2 46 4 96 1 80 2 35 1 12 0 0 1 4 2 57 1 32 0 0 1 32 3 116 18 510

計 38 802 63 1,335 64 1,156 64 1,210 44 853 46 830 46 773 56 1,280 51 2,033 34 534 48 720 45 620 599 12,146

国   ・   県 3 176 4 147 12 508 11 391 10 311 15 439 21 898 11 407 6 275 17 325 14 437 5 173 129 4,487

セ ン タ ー(打合せ等） 8 25 8 18 7 19 1 1 16 28 4 44 10 49 13 115 8 16 8 10 4 151 5 26 92 502

0 0

計 11 201 12 165 19 527 12 392 26 339 19 483 31 947 24 522 14 291 25 335 18 588 10 199 221 4,989

49 1,003 75 1,500 83 1,683 76 1,602 70 1,192 65 1,313 77 1,720 80 1,802 65 2,324 59 869 66 1,308 55 819 820 17,135

セ ン タ ー 11 56 13 232 26 1,057 44 1,065 84 1,298 46 646 33 748 47 1,312 40 1,354 26 644 31 862 11 79 412 9,353

計 11 56 13 232 26 1,057 44 1,065 84 1,298 46 646 33 748 47 1,312 40 1,354 26 644 31 862 11 79 412 9,353

計 11 56 13 232 26 1,057 44 1,065 84 1,298 46 646 33 748 47 1,312 40 1,354 26 644 31 862 11 79 412 9,353

情報図書室 0 0

31 46 76 57 39 29 21 19 17 19 20 38 0 412

60 1,090 88 1,778 109 2,816 120 2,724 154 2,529 111 1,988 110 2,489 127 3,133 105 3,695 85 1,532 97 2,190 66 936 1,232 26,900

5 18 4 12 4 8 2 10 6 24 1 3 22 75

※　表中左欄は団体数，右欄は人数を記入する。※翌月１０日までに生涯学習課へ提出する。

※　「センター」は，指定管理者主催事業での利用について入力する。

※　「合計」の累計が施設利用者人数と一致するように作成する。

施設名 茨城県水戸生涯学習センター

累    計

生

涯

学

習

講

座

室

等

そ

の

他

非登録学習団体等
（一般/市町村）

非登録学習団体等
（料金徴収）

※　「施設外での利用」はセンター以外の施設等を会場にした事業等への参加者又は利用者数を入力する。なお，ダブルカウントになる場合（例　生涯学習センターにおいて講座内容について説明を行った後，その日のうちに当該講座に関する現地研修を行う）は講座室での

カウントを優先する。

合計

施設見学等

計

施

設

外

で

の

利

用

生

涯

学

習

施

設

利

用

状

況

生涯学習に関する相談



品名 規格品質 数量
1 カウンター プラス　２４８０×６６０×Ｈ９６０ 1
2 絵画 額装寄付５５．１２．２ 1
3 ビデオプロジェクター エプソンＥＭＰ－７４０ 1
4 ビデオプロジェクター ＥＭＰ－７５０ 1
5 丁合機 デュプロＤＦＣ－１００オプション付 1
6 シュレッダー 明光商会ＭＳＤ－Ｄ３１ＳＲＭ 1
7 拡大プリンター ＥＰＳＯＮ：ＳＣ－Ｔ３２５５ 1
8 シュレッダー 明光商会ＵＤ－Ｆ５５Ｓ－Ｌ 1
9 ｏｆｆｉｃｅアップグレード ＭｉｃｒｏｓｏｆｔＣＤ－ＲＯＭ（ライセンス版） 1

10 電子黒板及び設置スタンド ＳＨＡＲＰ：ＰＮ－Ｌ６０３Ｂ，ＳＨＡＲＰ：ＰＮ－ＺＳ６０１ 1
11 業務用ビデオカメラ ソニーＨＸＲ－ＮＸ５Ｒ 1
12 ＡＥＤ フィリップスハートスタートＦＲｘ＋ｅ 1
13 小型自動車（貨　物） マツダファミリアバン１，２００ 1

水戸生涯学習センター　備品一覧表

（※　取得価格200,000円以上の備品）  



茨城県水戸生涯学習センター本館

茨城県水戸市三の丸１－５－３８　茨城県三の丸庁舎３階

施設面積　　７３６．５９㎡

主な施設　　大講座室，中講座室，小講座室

ボランティア室

茨城県水戸生涯学習センター分館

茨城県水戸市見和１－３５６－２

敷地面積　　　 ９４２９．９５㎡

施設面積　　延１６３８．９２㎡

茨城県水戸生涯学習センター　案内図

施　設　案　内

給湯室

大
講
座
室

中
講
座
室

所
長
室

・
県
テ
ニ
ス
協
会

・
県
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
協
会

・
県
高
等
学
校
Ｐ
Ｔ
Ａ
連
合
会

・
県
合
唱
連
盟

・
県
Ｐ
Ｔ
Ａ
連
絡
協
議
会

・
県
Ｐ
Ｔ
Ａ
安
全
互
助
会

・
中
央
地
区
Ｐ
Ｔ
Ａ
連
絡
協
議
会

小
講
座
室

エレベー

ター

講
座
室
利
用
受
付

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
相
談

事
務
室

講
師
控
室
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茨城県水戸生涯学習センター分館

茨城県水戸市見和１丁目356番地２号

敷地面積　9,429.95㎡

建物面積　延1,638.92㎡

≪　１　Ｆ　≫

茨城県教育財団 茨城県教育財団 茨城県教育財団

本部　事務室③ 本部　事務室② 本部　事務室①

　玄関口

≪　２　Ｆ　≫

会議室（西） 会議室（東） 茨城県スポーツ協会

　茨城県
　ゲートボール連合会

体育協会

　 退職基金財団

茨城県スポーツ協会

茨城県高等学校体育連盟

茨城県教育財団

用
務
員
室

階段

私学教育振興会

退職公務員連盟

教育財団

常務理事室理事長室

教育財団

階　段

専務理事室

ポンプ室

茨城県教育会

　 私学協会

私立幼稚園連合会

　 私立幼稚園

女子
トイレ

女子
トイレ

空調機械室

洗
面
所

男子
トイレ

湯
沸
室

湯
沸
室

男子
トイレ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理者制度におけるスライド制度 
運用の手引き 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和７年７月 
茨城県 

  



- 1 - 
 

１ 目的・趣旨 

 
労務費や原材料費等が上昇している状況に鑑み、令和７年度から、賃金水準や物価等に一定

の変動が見られた場合に、その変動の影響を年度協定に基づき年度当初に決定した指定管理料

及び翌年度の指定管理料に反映させる措置（以下、「スライド制度」という）を講ずることと

し、もって、指定管理施設の適切かつ安定的な運営に資することとする。 

本手引きは、スライド制度の運用に当たっての考え方、事務手続等について定めたものであ

る。 
 
 

２ 概要 

 
（１）制度の概要 

県において、賃金水準や物価等の変動に係る客観的な指標を基に、指定管理料を変更する

上限額（以下「スライド上限額」という。）を算定し、スライド上限額の範囲内で、当該年度

及び翌年度の指定管理料の人件費、人件費を主な内容とする業務委託費等（以下「業務委託

費」という。）及び光熱水費について増減を行う。 

ただし、賃金水準に係る指標が減少し、指定管理料のうち下記３（１）の人件費相当額につ

いて減少した場合には、スライド制度による指定管理料の減額ではなく、毎年度末の指定管

理料の精算において、適宜調整することとする。 

なお、人件費、業務委託費及び光熱水費以外の経費についても、当初定めた指定管理料が不

適当となったと認められる場合には、県と指定管理者の協議により、適宜、適切な方法で指定

管理料を変更すること。 

   

（２）対象施設 

指定管理者制度を導入している全ての公の施設 

 

（３）適用開始時期 

令和７年度から 

 

（４）賃金水準や物価等の変動に係る指標 

ア 賃金水準（人件費） 

  茨城県人事委員会が毎年度公表する「職員の給与等に関する報告及び勧告」（以下「人

事委員会勧告」という。）における民間の「月例給」及び「特別給」 

イ 物価等 

（ア）業務委託費 

国土交通省が毎年度公表する「建築保全業務労務単価（全国、全職種平均）」 

（イ）光熱水費 

茨城県政策企画部統計課が毎月公表する「水戸市消費者物価指数（「光熱・水道」

の区分）」の当該年度の前年度 10 月から当該年度９月までの平均 

 

（５）賃金水準や物価等に係る変動（上昇）があった場合において指定管理者が負担すべき範

囲 

ア 人件費 

  なし 

イ 業務委託費、光熱水費 

  下記４（３）の業務委託費及び光熱水費の基準額から 1.5 パーセントまでの範囲。1.5

パーセントを超える範囲については、県が負担する。 

（下記４（３）の業務委託費及び光熱水費の基準額から▲1.5 パーセントまでの範囲は県

の負担） 
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【対応イメージ】  

 

①賃金水準（人件費） 

 

 ※各年度３％ずつ上昇の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１年度目、３年度目及び４年度目に３％上昇し、２年度目に５％減少、５年度目に１％ 

減少した場合の例 
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②物価等（業務委託費・光熱水費） 

 

 ※各年度３％ずつ上昇の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１年度目、３年度目及び４年度目に３％上昇し、２年度目に５％減少、５年度目に１％ 

減少した場合の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ３年度目の指定管理者負担額は、基準額から 1.5％までの範囲の 78 千円。 

 

※ 物価等（業務委託費・光熱水費）の変動分のうち、下記４（３）の業務委託費及び光熱水

費の基準額から 1.5％までの範囲は指定管理者が負担し、下記４（３）の業務委託費及び光

熱水費の基準額から▲1.5％までの範囲は県が負担する。 

※ 業務委託費・光熱水費のそれぞれについて算出する。 
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スライド
上限額

＝ 対象経費 × 増減率

３ 賃金水準の変動に伴う人件費に係るスライド 

 
（１）スライド制度の対象とする経費 

県が指定管理者と締結した基本協定に基づき承認した指定管理者の指定管理期間の初年度

に係る事業計画書に記載された人件費（指定管理者が直接雇用する者に係る労働基準法（昭

和 22 年法律第 49 号）第 11 条に規定する賃金及び社会保険料の指定管理者負担分等の法定福

利費に該当する経費をいい、指定管理業務以外の業務に係るものを除く。）のうち、人事委員

会勧告における民間の「月例給」及び「特別給」の変動に伴って変動すると考えられるもの 

 

 

 

 

 

  ※（対象となるものの例） 

給料、賞与(期末・勤勉手当)、地域手当等に相当するもの及び指定管理者が負担すべ

き社会保険料等の法定福利費 

（対象外となるものの例） 

通勤手当、健康診断費等に相当するもの 
 
各指定管理者における各手当等の趣旨の内容等を踏まえて、人事委員会勧告における

民間の「月例給」及び「特別給」の変動に伴って変動するものかどうか、適切に判断す

ること。 

 

（２）増減率の算出方法 

   

 

   

※ 増減率は小数点第３位以下を四捨五入 

 

（３）スライド上限額の算出方法 

スライド上限額は、「対象経費の額」（※）に、当該年度の増減率を乗じて算出した額と

する。 

 

※ 「対象経費の額」とは、人件費のうち、指定管理期間の初年度にあっては、下記５

（２）ウに基づき上記（１）の人件費に該当するものとして県の承認を受けた「スライ

ド基準額報告書」（様式１）に記載されたものの額（以下「人件費の基準額」という。）

とし、指定管理期間の２年度目以降にあっては、当該年度の前年度分の対象経費の額に

当該年度分の増減率を乗じて算出した額とする（下記の表を参照）。 

 

※ 毎年度の申請に係るスライド額は、当該年度の「スライド上限額」（下記の表参照）

から、指定管理期間の初年度から当該年度の前年度までの指定管理者からの申請に係

るスライド額を加算した累計を差し引いた額とする。 

 

【算出イメージ】 

 

 

 

 

 

 

｛当該年度月例給×（12＋当該年度特別給割合）｝－｛前年度月例給×（12＋前年度特別給割合）｝  
 
        前年度月例給×（12＋前年度特別給割合） 

×100 ＝ 
増減率 
（％） 

【参考】労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）（抜粋） 

第 11 条 この法律で賃金とは、賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず、労働

の対償として使用者が労働者に支払うすべてのものをいう。 
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【算出例１】 各年度３％ずつ上昇の場合の例            （単位：千円） 

 
１年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目 ５年度目 

①対象経費 
10,000 

(基準額) 

10,300 10,609 10,927 11,254 

②指標の増減率 3.00% 3.00% 3.00% 3.00% 3.00% 

③対象経費の増減額 

（①×②） 

300 309 318 327 337 

④①＋③ 10,300 10,609 10,927 11,254 11,591 

⑤スライド上限額 

（④－基準額） 

300 609 927 1,254 1,591 

 ※ ⑤スライド上限額の２年度目以降の額は、１年度目から当該年度までの累計額 

※ 千円未満は切捨て 

 

【算出例２】 １年度目、３年度目及び４年度目に３％上昇し、２年度目に５％減少、５年度 

目に１％減少した場合の例             （単位：千円） 

 
１年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目 ５年度目 

①対象経費 
10,000 

(基準額) 

10,300 9,785 10,078 10,380 

②指標の増減率 3.00% ▲5.00% 3.00% 3.00% ▲1.00% 

③対象経費の増減額 

（①×②） 

300 ▲515 293 302 ▲103 

④①＋③ 10,300 9,785 10,078 10,380 10,277 

⑤スライド上限額 

（④－基準額） 

300 ▲215 78 380 277 

 ※ ⑤スライド上限額の２年度目以降の額は、１年度目から当該年度までの累計額 

※ 千円未満は切捨て 

 

（４）臨時的な増員等に伴い上記（１）の人件費が変動した場合の取扱い 

臨時的な増員等、年度途中における人員構成の一時的な変更に伴う上記（１）の人件費の変

動については、指定管理者の負担とする。 

 
（５）毎年度末における精算の実施 

  なお、スライド制度による上記（１）の人件費の増額を実施した場合において、上記（１）

の人件費相当額に余剰が生じたときは、指定管理者は、毎年度末の精算において当該余剰分

を返還する。 

 
（６）上記（１）の人件費相当額が減少した場合の精算 

  毎年度の精算に際し、年度協定書に記載の上記（１）の人件費を含む人件費の全体に相当す

る額（スライド額反映後）と、実績報告書の収支状況に記載の上記（１）の人件費を含む人件

費の全体に相当する額とを比較し、年度協定書に記載の上記（１）の人件費を含む人件費の全

体に相当する額（スライド額反映後）の方が上回る場合には、指定管理者は、実績報告書の収

支状況に記載の上記（１）の人件費を含む人件費の全体の全体に相当する額との差額を、毎年

度末の精算において、返還する。 

  なお、指定管理者が実際に上記（１）の人件費を減額支給しなかった場合（指定管理者が上

記（１）の人件費の水準を維持した場合）には、精算に伴う上記（１）の人件費の返還は不要

とする。 
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４ 物価等の変動に伴う業務委託費及び光熱水費に係るスライド 
 

（１）スライド制度の対象とする経費 

  ア 業務委託費 

    県が指定管理者と締結した基本協定に基づき承認した指定管理者の指定管理期間の初

年度に係る事業計画書に記載された、業務委託費（例 清掃・設備保守点検委託費等） 

    なお、「修繕費」については、一般的には、「業務委託費」には含まれず、物価等の変

動に伴い「修繕費」について変更する場合は、個別に県と指定管理者で協議すること。 

イ 光熱水費 

    県が指定管理者と締結した基本協定に基づき承認した指定管理者の指定管理期間の初

年度に係る事業計画書に記載された光熱水費（例 電気代、ガス代、灯油代、上下水道代） 

 

（２）増減率の算出方法 

  ア 業務委託費 

   

 

   
 
  イ 光熱水費 

   

 

 

   

 
 
※ いずれの増減率も小数点第３位以下を四捨五入 

 

（３）スライド上限額の算出方法 

スライド上限額は、「対象経費の額」（※）に、当該年度の増減率を乗じて算出した額か

ら、業務委託費及び光熱水費の基準額に 1.5 パーセントを乗じた額（以下「指定管理者負担

額」という。）を減じた額とする。 

一定のリスク負担として、下記の業務委託費及び光熱水費の基準額から 1.5％までの範囲

は指定管理者が負担する。 

 

※ 「対象経費の額」とは、指定管理期間の初年度にあっては、県が下記５（２）ウに基

づき承認した「スライド基準額報告書」（様式１）に記載された上記（１）アの業務

委託費に該当する経費の額（以下「業務委託費の基準額」という。）及び上記（１）

イの光熱水費に該当する経費の額（以下「光熱水費の基準額」という。）とし、指定

管理期間の２年度目以降にあっては、当該年度の前年度分の対象経費の額に、当該年

度の前年度分の対象経費の額に当該年度分の増減率を乗じて算出した額を加えた額

とする（下記の表を参照）。 

 

※ 毎年度の申請に係るスライド額は、当該年度の「スライド上限額」から、指定管理期

間の初年度から当該年度の前年度までの指定管理者からの申請に係るスライド額を

加算した累計を差し引いた額とする。 

 

 

 

 

 

 

前年度の 10月から当該年度の９月までの  

水戸市消費者物価指数（光熱・水道）の平均  

（当該年度の建築保全業務労務単価－前年度の建築保全業務労務単価） 
 
        前年度の建築保全業務労務単価 

×100 ＝  

×100 ＝  

前々年度の 10 月から前年度の９月までの 

水戸市消費者物価指数（光熱・水道）の平均  

前々年度の 10 月から前年度の９月までの  

水戸市消費者物価指数（光熱・水道）の平均  

－ 

増減率 
（％） 

増減率 
（％） 
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対象経費 × 増減率 基準額 × 1.5%

スライド
上限額

増減額 指定管理者負担額

＝ －

【算出イメージ】 

 

 

 

 

 

 

【算出例１】 各年度３％ずつ上昇の場合の例             （単位：千円） 

 
１年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目 ５年度目 

①対象経費 
10,000 

(基準額) 

10,300 10,609 10,927 11,254 

②指標の増減率 3.00% 3.00% 3.00% 3.00% 3.00% 

③対象経費の増減額 

（①×②） 

300 309 318 327 337 

④①＋③ 10,300 10,609 10,927 11,254 11,591 

⑤④のうち、 

指定管理者負担額 
（基準額の 1.5％の範囲） 

150 150 150 150 150 

⑥④－⑤ 10,150 10,459 10,777 11,104 11,441 

⑦スライド上限額 

（⑥－基準額） 

150 459 777 1,104 1,441 

 ※ ⑦スライド上限額の２年度目以降の額は、１年度目から当該年度までの累計額 

※ 千円未満は切捨て 

※ 業務委託費・光熱水費の費目毎に、それぞれ算出する。 

 

【算出例２】 １年度目、３年度目及び４年度目に３％上昇し、２年度目に５％減少、５年度 

目に１％減少した場合の例               （単位：千円） 

 
１年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目 ５年度目 

①対象経費 
10,000 

(基準額) 

10,300 9,785 10,078 10,380 

 

②指標の増減率 3.00% ▲5.00% 3.00% 3.00% ▲1.00% 

③対象経費の増減額 

（①×②） 

300 ▲515 293 302 ▲103 

④①＋③ 10,300 9,785 10,078 10,380 10,277 

⑤④のうち、 

指定管理者負担額 
（基準額の 1.5％の範囲） 

150 0 78 150 150 

⑥④のうち、 

県負担額 
（基準額の▲1.5％の範囲） 

0 150 0 0 0 

⑦④－⑤＋⑥ 10,150 9,935 10,000 10,230 10,127 

⑧スライド上限額 

（⑦－基準額） 

150 ▲65 0 230 127 

 ※ ⑧スライド上限額の２年度目以降の額は、１年度目から当該年度までの累計額 

※ 千円未満は切捨て 

※ 業務委託費・光熱水費の費目毎に、それぞれ算出する。 
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（４）２（４）イの指標が前年度と比較してマイナスとなった場合の取扱い 

上記（３）の「対象経費の額」に当該年度の増減率を乗じた額（以下「増減額」という。）

に、業務委託費及び光熱水費の基準額の 1.5 パーセントを加えた額をスライド上限額とし、

当該スライド上限額がマイナスの値となった場合は、当該スライド上限額をスライド制度

により、当該年度及び翌年度の指定管理料から減額する。ただし、上記の取扱いは、指標が

マイナスとなった場合で、かつ、当該年度の「対象経費の額」に増減額を加えた額が基準額

を下回った場合に限り適用する。 

一定のリスク負担として、上記の業務委託費及び光熱水費の基準額から▲1.5％までの範

囲は県が負担する。 

 

※ 上記２（４）イの指標がマイナスの場合において指定管理者の手元に残る業務委託費

及び光熱水費等が、上記２（４）イの指標がプラスの場合において指定管理者が負担す

るべき額の上限（業務委託費及び光熱水費の基準額の 1.5 パーセント）を超えるとき

に、指定管理料の減額を行うもの 

 

（計算例）増減率▲3%、対象経費 10,300 千円、基準額 10,000 千円の場合 

①（対象経費×増減率）＋（基準額×1.5%） ＝ スライド上限額 

  （10,300 千円×▲3%）＋（10,000 千円×1.5%） ＝ ▲159 千円 

 

②年度当初の指定管理料 ＋ スライド上限額 ＝ スライド額反映後の指定管理料 

  15,000 千円 ＋ ▲159 千円 ＝ 14,841 千円 

 

  （イメージ図） 

 

                       

                      ← 基準額×1.5％  

 

 

                        基準額×増減率 

 

 

 

 

（５）その他 

   施設の特性により精算等を行う場合を除き、物価等に関する費用については、毎年度の

指定管理料の精算における精算は行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

← 減額 

指定管理料 
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５ スライド制度の運用手続 
 

（１）運用スケジュール 

時期 県施設所管課 指定管理者 

指
定
管
理
期
間
の
前
年
度 

募集時 
・募集要項にスライド制度に関す

る事項を明記 
 

基本協定 

締結時 
・本手引きの内容を確認した上で、基本協定を締結 

初年度事業計画書 

提出時 

・指定管理者から提出されたスラ

イド基準額報告書の審査・承認 

・スライド基準額報告書を提出 
（基本協定書に基づく指定管理

期間の初年度に係る事業計画書

提出時点における、上記３（１）

及び４（１）に該当する経費の見

込額を記載） 

指
定
管
理
期
間
中 

当
該
年
度 

４月 ・年度協定を締結 

10 月～12 月 

・上記２（４）ア及びイの指標の公

表を受け、スライド上限額を通

知 

・指定管理者のスライド額の申請

後に、スライド額内示を通知 

・予算要求 

（当該年度及び次年度分） 

スライド上限額が増加した場合 

・スライド額の申請 

スライド上限額が減少した場合 

・業務委託費、光熱水費：県から

通知の上、減額（申請不要） 

３月 

・県議会議決後に、スライド額決

定を通知 
 

・年度協定の変更 ※スライド額を反映 

 ・事業実績報告書提出 

スライド上限額が減少した場合 

・人件費：指定管理料の精算において、適宜調整 

次
年
度 

４月 ・年度協定を締結 ※スライド額を反映 

 

（２） 指定管理期間の前年度 

ア 募集要項にスライド制度に関する事項を明記した上で、指定管理者を募集する。 

イ 県と指定管理者は、県と指定管理者との基本協定の締結に際し、県施設所管課及び指定

管理者において本手引きの内容を確認した上で、基本協定を締結する。 

ウ 指定管理者は、基本協定書に基づく指定管理期間の初年度に係る事業計画書の提出の

際、併せて当該事業計画書提出時点における、上記３（１）及び４（１）に該当する経費

の見込額を記載した「スライド基準額報告書」（様式１）を提出し、県の承認を受けるも

のとする。 

 

（３） 指定管理期間中 

ア 当該年度 

（ア）県総務部管財課が以下の各指標の増減率を算定の上、県の各施設所管課に通知する

ものとする。 

 ａ 人件費 

         人事委員会勧告における民間の「月例給」及び「特別給」 

ｂ 業務委託費 
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国土交通省が公表する「建築保全業務労務単価（全国、全職種平均）」 

ｃ 光熱水費 

政策企画部統計課が公表する「水戸市消費者物価指数（「光熱・水道」の区分）」

の前年度 10 月から当該年度９月までの平均 

（イ）各施設所管課は、上記（ア）により管財課から通知された各指標の増減率に、人件費

並びに業務委託費及び光熱水費の基準額を乗じて、当該年度のスライド上限額を算出

し、各指定管理者に通知（様式２）するものとする。 

（ウ）各指定管理者は、各施設所管課から通知されたスライド上限額がプラスの値である

場合において、当該年度及び次年度の指定管理料におけるスライドを希望する場合に

は、施設所管課に申請書（様式３）を提出するものとする。 

なお、スライド上限額がマイナスの値の場合は、指定管理者からの申請は不要である

（上記２（１）のとおり、指定管理料のうち上記３（１）の人件費相当額について減額

を必要とする場合には、毎年度の指定管理料の精算において、適宜調整することとす

る。また、上記４（４）のとおり、業務委託費及び光熱水費について減額すべき場合に

は、スライド制度により、当該年度及び次年度の指定管理料を減額することとする。）。 

（エ） 指定管理者から上記（ウ）の申請があった場合は、施設所管課は、指定管理者にス

ライド額の内示の通知（様式４）を行い、スライド額に係る経費を当該年度の最終補

正予算及び次年度の当初予算要求に反映するものとする。 

（オ）当該年度の最終補正予算が県議会において議決された場合は、施設所管課は、指定管

理者にスライド額の決定通知（様式５）を行うとともに、スライド額を当該年度の年

度協定に反映させるため、当該年度内に指定管理者と年度協定を変更する協定を締結

するものとする。 

（カ）指定管理者は、当該年度終了後、事業実績報告書を施設所管課に提出する。 

（キ）施設所管課は、上記（カ）の事業実績報告書を確認し、指定管理料のうち上記３（１）

の人件費相当額に余剰が生じた場合には、上記３（１）の人件費相当額を含む人件費

の全体に相当する額について精算を実施する。 

なお、人件費に該当する経費以外の経費について精算を実施することを妨げるもの

ではない。 

イ 次年度 

県施設所管課及び指定管理者は、スライド額を指定管理料に反映した上で、当該年度

の次年度における年度協定を締結するものとする。 

 

 

６ 令和７年度が現在受けている指定に係る指定管理期間の１年度目以降の年度で 

ある（指定管理期間途中の）指定管理者に係る取扱いについて 
 

（１）令和７年度が現在受けている指定に係る指定管理期間の１年度目以降である指定管理

者についても、原則として、令和７年度からスライド制度を導入することとする。 

 

（２）県施設所管課は、上記（１）の指定管理者と本手引きの内容を確認した上で、現行の基

本協定を変更する協定を締結するものとする。 

 

（３）上記（２）の基本協定変更後、指定管理者は、県と締結した基本協定に基づき県が承認

した令和７年度に係る事業計画書に記載された人件費並びに業務委託費及び光熱水費のう

ち、上記３（１）及び４（１）に該当する経費の額を記載した「スライド基準額報告書」（様

式１）を県に提出し、県の承認を受けるものとする。 

 

（４）その他、令和７年度が現在受けている指定に係る指定管理期間の１年度目以降の年度

である指定管理者に係る取扱いについては、上記２から５までの例による。 



様式１ 

 

スライド基準額報告書 

 

          施設の名称             

          法人又は団体の名称                 

 

 ○○○基本協定書第○条第○項の規定に基づき、指定管理料のスライドに係る対象経

費について、以下のとおり報告します。 

 

令和○年度（指定管理開始年度） 

（単位：千円） 

区分 費 目 金 額 積 算 内 訳 

人件費 

正規職員賃金  〇円×〇人＝ 

〇円×〇人＝ 

非正規職員賃金  〇円×〇人＝ 

〇円×〇人＝ 

法定福利費  上記計×〇％ 

〇〇費   

合計   

光熱費 

電気代   

ガス代   

灯油代   

上水道代   

下水道代   

○○○   

合計   

業務委託費 

××委託費   

△△委託費   

〇〇委託費   

合計   

※ 県が○○○基本協定書第○条第○項に規定した指定管理初年度の業務計画書に記

載された経費のうち、スライドの対象となる経費（人件費、業務委託費又は光熱水

費）について記載すること。 

 

 

 



様式２の１ ※増額の場合 

  ○  第      号  

20○○年（令和○年）○月○日  

 

（指定管理者）   

   様  

茨城県知事 ○○ ○○ 

 

令和○年度の指定管理料のスライド申請に係る上限額について（通知） 

 

賃金水準及び物価等の変動を踏まえた、指定管理料のスライドについて、下記のとおり

令和○年度の指定管理料のスライド申請に係る上限額を決定しましたので、通知します。 

つきましては、指定管理料のスライドを希望する場合には、本職宛て申請してください。 

 

 

記 

１ 対象施設 

  ○○○○ 

 

２ 令和○年度の申請上限額について  

経費 スライド申請に係る上限額 

人件費 千円 

光熱水費 千円 

業務委託費 千円 

 

 【参考】申請上限額の算出根拠 

申請上限額＝スライド上限額－令和○年度～令和○年度までの申請額の累計（①－②）  

（単位：千円） 

 

基準額 

令和○年度 スライド上限額

① 

令和○年度～令

和○年度までの

申請額の累計② 

対象経費 増減率※ 

人件費      

光熱水費      

業務委託費      

 ※ 前年度（または○年度）と比較した各指標の増減率（％） 

 

 



別紙（様式３） 

20○○年（令和○年）○月○日  

 

茨城県知事 殿  

 

申請者所在地  

法人又は団体の名称  

代表者の氏名 

電話番号  

 

令和○年度の指定管理料に係るスライドの申請について 

 

令和○年度の指定管理料について、下記のとおりスライドを申請いたします。 

 

記 

 

 

経費 スライド申請額 

人件費 千円 

光熱水費 千円 

業務委託費 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式２の２ ※減額の場合 

  ○  第      号  

20○○年（令和○年）○月○日  

 

（指定管理者） 

様  

茨城県知事 ○○ ○○ 

 

令和○年度の指定管理料に係るスライド上限額について（通知） 

 

賃金水準及び物価等の変動を踏まえた、指定管理料のスライドについて、下記のとおり

令和○年度の指定管理料を減額することとしましたので、通知します。 

 

記 

 

１ 対象施設 

  ○○○○ 

 

２ 令和○年度の指定管理料について  

経費 減額する額 

光熱水費 千円 

業務委託費 千円 

 

 【参考】減額する額の算出根拠 

申請上限額＝スライド上限額－令和○年度～令和○年度までの申請額の累計（①－②）  

（単位：千円） 

 

基準額 

令和○年度 スライド上限額

① 

令和○年度～令

和○年度までの

申請額の累計② 

対象経費 増減率※ 

光熱水費      

業務委託費      

 ※ 前年度（又は○年度）と比較した各指標の増減率（％） 

 

 

 

 

 



様式４ ※増額の場合 

  ○  第      号  

20○○年（令和○年）○月○日  

 

（指定管理者） 

様  

茨城県知事 ○○ ○○ 

 

令和○年度の指定管理料に係るスライド額の内示について 

 

令和○年○月○日付け申請のあったスライド額について、下記のとおり令和○年度の指

定管理料のスライド額を内示します。 

なお、増額後の指定管理料の額については、令和○年度茨城県議会第○会定例会におけ

る令和○年度最終補正予算の議決後、予算の範囲内で決定いたしますので申し添えます。 

 

記 

 
１ 対象施設 

  ○○○○ 

 

２ 令和○年度のスライド額について  

経費 スライド申請額 

人件費 千円 

光熱水費 千円 

業務委託費 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式５ ※増額の場合 

  ○  第      号  

20○○年（令和○年）○月○日  

 

（指定管理者） 

様  

茨城県知事 ○○ ○○ 

 

令和○年度の指定管理料に係るスライド額の決定について 

 

令和○年○月○日付け申請のあったスライド額について、下記のとおり令和○年度の指

定管理料のスライド額を決定しましたので、通知します。 

 

記 

 
１ 対象施設 

  ○○○○ 

 

２ 令和○年度のスライド額について 

経費 スライド申請額 

人件費 千円 

光熱水費 千円 

業務委託費 千円 

 


